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ファナック株式会社



１．事業報告関係

（１）当社の役員に関する事項
責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役である山崎直子、魚住弘人、武田洋子、横井秀俊、富田美栄子、五十島滋夫の６氏と、

会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま
す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額としております。

（２）会計監査人の状況
① 会計監査人の名称 EY新日本有限責任監査法人
② 当期に係る会計監査人の報酬等の額
（イ）当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 48百万円
（ロ）当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき

金銭その他の財産上の利益の合計額
65百万円

注記 １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬の額を区分しておりませんので、（イ）の金額はこれらの金額を合計しております。

２．当社の海外子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人による監査を受けております。
３．会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意をした理由

監査等委員会は、取締役、社内関係部署および会計監査人から必要な書類を入手し報告を受けるほ
か、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、前期の監査計
画・監査の遂行状況、当期の報酬見積の相当性等を確認した結果、会計監査人の報酬等について、合
理的な水準であると判断し、同意いたしました。

③ 非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である以下の業務を

委託し、対価を支払っております。
・サステナビリティ開示対応支援

④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社は、会社法第340条に定める監査等委員会による会計監査人の解任のほか、原則として、会計監査人が職

務を適切に遂行することが困難と認められる場合、監査等委員会の決議に基づき、会計監査人の不再任を株主総
会に提案いたします。

（３）業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）
当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した内容の概要は次のとおりであります。

① 当社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
取締役および使用人に対し、法令および定款、その他の社内規程に関する教育を実施することなどにより、取

締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する。
② 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、事業の継続性、企業価値の向上、企業活動の持続的発展を阻害するおそれのあるリスクに対処するた
め、リスクマネジメント委員会およびリスクマネジメント規程を設け、取締役会の監督のもと、適切なリスクマ
ネジメントを行う。さらに、代表取締役社長直轄の内部監査部が、リスクマネジメントの状況について内部監査
を行う。

③ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
執行役員制度を導入し、組織編制、業務分掌および職務権限等を定めた社内規程に基づき、取締役の職務の執

行が効率的に行われることを確保する。
④ 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

社内規程に従い、取締役の職務の執行に係る情報を記録、保存する。取締役は、常時これらの情報を閲覧でき
るものとする。

⑤ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、当企業集団に適用されるグループ行動規範の周知徹底等により、当企業集団におけるコーポレートガ

バナンスの充実に努める。子会社の経営上の重要事項に関しては、『ファナックグループ会社規程』に基づき、当
社の事前承認または当社への報告を求める。また、各子会社がそれぞれ独自に適正で効率的な経営の推進に努め
ることとする一方で、当社は親会社としてグループ全体のリスクマネジメントやコンプライアンスの実効性確保
を図ることを目的として、適宜、内部監査部門を含む関係部署にて、子会社に対する指導・監督を行う。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項ならびに当該使用人に対する指示の実効性に関する事項
イ）監査等委員会には、その職務を補助するため、監査等委員会事務局を置く。
ロ）監査等委員会事務局に所属する使用人は、監査等委員会の指示により監査等委員会の職務を補助する。また、

監査等委員会事務局に所属する使用人は、監査等委員会よりその職務に関して指示を受けた場合は、当該指
示された業務に関して、監査等委員である取締役以外の取締役又は使用人の指揮命令を受けない。

ハ）監査等委員会事務局に所属する使用人は、監査等委員会または監査等委員からの指示内容について守秘義務
を負う。

⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の独立性に関する事項
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イ）監査等委員会事務局に所属する使用人の採用、異動、人事考課等の人事事項については、監査等委員会（監
査等委員会が特定の監査等委員を指名した場合には、当該監査等委員）と事前協議を行う。

ロ）取締役および使用人は、監査等委員会事務局に所属する使用人の独立性を阻害することのないよう留意する。
⑧ 監査等委員会への報告に関する体制
イ）取締役および使用人は、監査等委員会または監査等委員会が指名した監査等委員から業務執行に関する事項

について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。
ロ）取締役および使用人は、当社または当社の子会社の業務または財務の状況に重大な影響を及ぼすおそれのあ

る事項を発見したときは、その内容について直ちに監査等委員会または監査等委員会が指名した監査等委員
に報告しなければならない。

ハ）上記イ）およびロ）の報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由としていかなる不利益な取扱いも
行わない。

⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ）監査等委員会または監査等委員会が指名した監査等委員は、当社の取締役（監査等委員を除く）と適宜会合

を持ち、経営方針、当社が対処すべき課題、当社を取り巻く重大なリスク、監査等委員会による監査の環境
整備、監査上の重要課題等について意見交換を行う。

ロ）取締役および使用人は、監査等委員会または監査等委員会が指名した監査等委員が監査の実施のために弁護
士、公認会計士その他の社外の専門家に対して助言を求め、または調査、鑑定その他の事務を委託するなど
し、所要の費用を請求するときは、当該請求に係る費用が監査等委員会または監査等委員会が指名した監査
等委員の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、これを拒むことができない。

（４）業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の運用状況の概要
① コンプライアンス体制

当社は、コンプライアンス委員会を設置し、「企業の永続性・健全性は『厳密』から生まれる」、「組織の腐敗、
企業の衰退は『不透明』から始まる」との認識のもと、この『厳密と透明』を基本にした「ファナック行動規範」
を設け、周知することで、コンプライアンスの意識向上に努めています。また、社員等が不利益を被る危険を懸
念することなく通報できる内部通報の仕組みを設けています。

② リスクマネジメント体制
当社は、リスクマネジメント委員会を設置し、事業の継続性、企業価値の向上および企業活動の持続的発展を

阻害するおそれのあるリスクの洗い出し、評価等を行っています。また、リスクマネジメント委員会で議論した
内容については、社外取締役、監査等委員会と共有するなどして、リスクマネジメントの実効性確保に努めてい
ます。

③ グループ会社の管理
子会社の経営上の重要事項に関しては、『ファナックグループ会社規程』に基づき、子会社は当社への事前承認

を求めることまたは当社への報告を行うこととしています。また子会社についても「ファナック行動規範」の適
用対象とし、その内容を各社の役員社員に周知することで、コンプライアンスの意識向上に努めています。その
他、子会社の社員等が不利益を被る危険を懸念することなく通報できる制度を、子会社に導入しています。

④ 取締役の職務執行
執行役員制度を導入し、組織編制、業務分掌および職務権限等を定めた社内規程に基づき、取締役は効率的に

職務を執行しています。監査等委員会設置会社として、さらに関係規則の整備等を進めるなど、取締役会の監督
機能の一層の強化と経営上の意思決定の迅速化に努めています。

⑤ 監査等委員会の職務執行
監査等委員会は、会計監査人および内部監査部と連携するなどして、必要な情報を適宜収集し、監査業務を効

率的に行っています。
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２．連結株主資本等変動計算書

（自
至

2025
2026

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 69,014 95,995 1,585,779 △173,859 1,576,929

当期変動額

剰余金の配当 △94,450 △94,450

親会社株主に帰属する
当期純利益 166,543 166,543

自己株式の取得 △553 △553

自己株式の処分 69 119 188

自己株式の消却 △69 △36,422 36,491 −
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） −

当期変動額合計 − − 35,671 36,057 71,728

当期末残高 69,014 95,995 1,621,450 △137,802 1,648,657

その他の包括利益累計額 非支配株主
持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 14,795 127,908 4,913 147,616 15,345 1,739,890

当期変動額

剰余金の配当 △94,450
親会社株主に帰属する
当期純利益 166,543

自己株式の取得 △553

自己株式の処分 188

自己株式の消却 −
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 14,022 45,579 8,997 68,598 2,731 71,329

当期変動額合計 14,022 45,579 8,997 68,598 2,731 143,057

当期末残高 28,817 173,487 13,910 216,214 18,076 1,882,947

― 3 ―



３．連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数および主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 37社
主要な連結子会社の名称
FANUC America Corporation FANUC Europe Corporation
KOREA FANUC CORPORATION TAIWAN FANUC CORPORATION
FANUC INDIA PRIVATE LIMITED SHANGHAI-FANUC Robomachine CO., LTD.
ファナックパートロニクス株式会社 ファナックサーボ株式会社
子会社のうちFANUC THAI LIMITED他は連結の範囲に含まれておりません。
これら非連結子会社の総資産、売上高、純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は

いずれもそれぞれ小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしておりません。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用関連会社 ２社
会 社 名：BEIJING-FANUC Mechatronics CO., LTD.

SHANGHAI-FANUC Robotics Co., LTD.
適用外の非連結子会社および関連会社（FANUC THAI LIMITED他）の純損益（持分に見合う額）および利益剰
余金（持分に見合う額）等はいずれもそれぞれ小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼし
ておりません。

３．会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準および評価方法
（イ）有価証券

その他有価証券
（市場価格のない株式等以外のもの）

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
（市場価格のない株式等）

移動平均法による原価法
（ロ）棚卸資産

主として個別法および総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）であります。
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
（イ）有形固定資産

主として定率法によっております。ただし、当社および国内連結子会社については、1998年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については
定額法を採用しております。

（ロ）無形固定資産
主として定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。
（３）重要な引当金の計上基準
（イ）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（ロ）アフターサービス引当金
当社商品のアフターサービス費用の発生額を売上高と期間対応させるために、過去の実績値を勘案し計上して

おります。また、特定の案件については個別に必要見込額を検討して計上しております。
（４）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
（イ）退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、給付算定

式基準によっております。
・数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により費用処理しております。
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（ロ）重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な部門における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点は以下のとおりであります。
① FA部門、ロボット部門、ロボマシン部門

FA部門、ロボット部門及びロボマシン部門においては、主にCNCシステム（CNCおよびサーボモータ）、レ
ーザ、ロボット（ロボットシステムを含む）およびロボマシン（ロボドリル（小型切削加工機）、ロボショット
（電動射出成形機）、ロボカット（ワイヤ放電加工機））などの製品の開発、製造および販売を行っております。
これらの製品の販売については、輸出取引を除き、製品を顧客に引き渡し、検収を受けた時点で顧客が当該

製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、主に顧客が検収した時点で収益
を認識しております。輸出取引においては、貿易条件等に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で、顧客が
当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、貿易条件等に基づきリスク
負担が顧客に移転した時点で収益を認識しております。
また、ロボット部門においては、一部の連結子会社で、製品の開発、設計及び設置といった履行義務の進捗

度を測定する複数のマイルストーンを設定した顧客との契約に基づいて、ロボットシステムの製造および販売
を行っており、顧客との契約で合意したマイルストーンの達成状況に応じ、一定期間にわたり収益を認識して
おります。

② サービス部門
サービス部門においては、CNCシステム（CNCおよびサーボモータ）、レーザ、ロボット（ロボットシステ

ムを含む）およびロボマシン（ロボドリル（小型切削加工機）、ロボショット（電動射出成形機）、ロボカット
（ワイヤ放電加工機））などの製品に係る保守サービスおよび保守契約の提供を行っております。
保守サービスについては、顧客との契約に基づく保守を完了し、顧客が当社製品を利用できる状態にするこ

とが履行義務であると判断しており、主に実施した保守サービスが顧客に検収された時点で収益を認識してお
ります。
保守契約については、契約に基づき、保守サービスを常時利用できる状態を顧客に提供することが履行義務

であると判断しており、顧客との契約における取引額について保守契約期間にわたり均等に収益を認識してお
ります。

（ハ）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平
均相場により円貨に換算し、為替差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

表示方法の変更に関する注記

１．連結貸借対照表
前連結会計年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めて表示しておりました「電子記録債権」は、金額的重

要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。

会計上の見積りに関する注記

有形固定資産及び無形固定資産の減損
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当社は、共用資産に区分される本社事業所の土地（連結貸借対照表計上額80,078百万円）について市場価格が著し
く下落していることから、共用資産に減損の兆候があると判断しております。

２．会計上の見積りの内容の理解に資するその他の情報
共用資産に減損の兆候があることから、共用資産に係る減損損失の認識の要否について、共用資産が関連する複数

の資産グループに共用資産を加えた、「より大きな単位」で判定を行いました。判定の結果、割引前将来キャッシュ・
フローの総額は帳簿価額を上回っていることから減損損失を認識しておりません。
これらの見積りにおいて用いた仮定は現時点の最善の見積りであるものの、将来の不確実な経済状況及び当社グル

ープの経営状況によっては、将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 587,009百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類および総数
普通株式 982,383,493株
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２．配当に関する事項
（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）
１株当たり配当額 基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会 普通株式 46,551 49円88銭 2025年３月31日 2025年６月30日
2025年10月31日
取締役会 普通株式 47,899 51円33銭 2025年９月30日 2025年12月１日

計 94,450

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2026年６月25日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案いたし

ます。
① 配当金の総額 52,033百万円
② １株当たり配当額 55円76銭
③ 基準日 2026年３月31日
④ 効力発生日 2026年６月26日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、所要資金を全て自己資金により充当し、外部からの調達は行っておりません。また、デリバテ
ィブ取引は行っておりません。

（２）金融商品の内容およびそのリスク
外貨建預金は為替の変動リスクに晒されております。営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧

客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建の営業債権は、為替の変動リ
スクに晒されております。有価証券は、容易に換金可能でありかつ価格変動について僅少なリスクしか負わない３
ヶ月以内の譲渡性預金であります。投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動
リスクに晒されております。営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）

当社グループは、営業債権について、債権管理規定に従い、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、
取引先ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図って
おります。

② 市場リスク（為替等の変動リスク）
当社グループは、外貨建預金について、定期的に通貨別の換算額を把握し、継続的にモニタリングすることに

よって管理しております。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関係

を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 91,201 91,201 ー

資産計 91,201 91,201 ー

（*１）「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「売掛金」「支払手形及び買掛金」「未払法人税等」については、現
金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略してお
ります。

（*２）市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対
照表計上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度（百万円）
非上場株式等 167,886
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金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 717,704 ー ー ー

受取手形 5,631 ー ー ー

電子記録債権 16,211 ー ー ー

売掛金 148,933 ー ー ー
有価証券及び投資有価証券 ー ー ー
その他有価証券のうち満期があるもの 35,800 ー ー ー

合計 924,279 ー ー ー

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の

対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイ

ンプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

株式 51,839 ー ー 51,839

譲渡性預金 ー 35,800 ー 35,800

その他 3,562 ー ー 3,562

資産計 55,401 35,800 ー 91,201

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベ

ル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している有価証券は譲渡性預金であり、短期間で決済される
ため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。そのため、その時価をレベル２の
時価に分類しております。
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収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
（単位：百万円）

部門別
合計

FA ロボット ロボマシン サービス

国内 50,120 23,112 10,250 27,300 110,782

米州 5,393 161,078 9,174 56,509 232,154

欧州 15,341 79,756 16,284 40,990 152,371

中国 77,687 91,772 55,638 3,279 228,376

アジア（中国以外） 59,518 17,798 36,782 10,125 124,223

その他 419 5,094 1,472 2,940 9,925

顧客との契約から生じる収益 208,478 378,610 129,600 141,143 857,831

外部顧客への売上高 208,478 378,610 129,600 141,143 857,831

（注）地域別の売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

収益認識の時期別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。
（単位：百万円）

部門別
合計

FA ロボット ロボマシン サービス
一時点で移転される財又はサ
ービス 208,412 356,424 128,327 124,045 817,208
一定の期間にわたり移転され
る財又はサービス 66 22,186 1,273 17,098 40,623

顧客との契約から生じる収益 208,478 378,610 129,600 141,143 857,831

外部顧客への売上高 208,478 378,610 129,600 141,143 857,831

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
① FA部門、ロボット部門、ロボマシン部門

FA部門、ロボット部門及びロボマシン部門においては、主にCNCシステム（CNCおよびサーボモータ）、レー
ザ、ロボット（ロボットシステムを含む）およびロボマシン（ロボドリル（小型切削加工機）、ロボショット（電動
射出成形機）、ロボカット（ワイヤ放電加工機））などの製品の開発、製造および販売を行っております。
これらの製品の販売については、輸出取引を除き、製品を顧客に引き渡し、検収を受けた時点で顧客が当該製品

に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、主に顧客が検収した時点で収益を認識し
ております。輸出取引においては、貿易条件等に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で、顧客が当該製品に対
する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、貿易条件等に基づきリスク負担が顧客に移転
した時点で収益を認識しております。
また、ロボット部門において、一部の連結子会社で、製品の開発、設計及び設置といった履行義務の進捗度を測

定する複数のマイルストーンを設定した顧客との契約に基づいてロボットシステムの製造および販売を行っており、
顧客との契約で合意したマイルストーンの達成状況に応じ、一定期間にわたり収益を認識しております。
FA部門、ロボット部門及びロボマシン部門においては、契約時点で取引価格が決定することから、変動対価が含

まれる契約はありません。取引の対価は、製品の検収完了後、概ね２か月以内に受領しており、顧客との契約に基
づく債権について、重大な金融要素の調整は行っておりません。
なお、FA部門、ロボット部門及びロボマシン部門における製品の販売契約において、製品の検収後一定期間内

（製品及び地域によって異なるが、概ね１年〜２年以内）に生じた製品の欠陥による不具合に対して無償で修理また
は交換を行う製品保証義務を有しております。当該保証義務は、製品が顧客との契約に定められた仕様に従って意
図したとおりに機能するという保証を顧客に提供するものであるため、別個の履行義務として識別せず、アフター
サービス引当金として認識しております。なお、製品が合意された仕様に従っているという保証に加え延長保証を
行う場合は、別途の有償の保守契約を締結しており、サービス部門において、保守契約期間にわたり均等に収益を
認識しております。

② サービス部門
サービス部門においては、CNCシステム（CNCおよびサーボモータ）、レーザ、ロボット（ロボットシステムを

含む）およびロボマシン（ロボドリル（小型切削加工機）、ロボショット（電動射出成形機）、ロボカット（ワイヤ
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放電加工機））などの製品に係る保守サービスおよび保守契約の提供を行っております。
保守サービスについては、顧客との契約に基づく保守を完了し、顧客が当社製品を利用できる状態にすることが

履行義務であると判断しており、主に実施した保守サービスが顧客に検収された時点で収益を認識しております。
保守契約については、契約に基づき、保守サービスを常時利用できる状態を顧客に提供することが履行義務であ

ると判断しており、顧客との契約における取引額を保守契約期間にわたり均等に収益認識しております。
サービス部門においては、収益認識の開始時点で取引価格が確定していることから、変動対価が含まれる契約は

ありません。取引の対価は、保守サービスの検収完了又は保守契約締結後、概ね２か月以内に受領しており、顧客
との契約に基づく債権について、重大な金融要素の調整は行っておりません。

３．当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（１）契約負債の残高等

（単位：百万円）
当連結会計年度

（2026年３月31日）
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 156,437

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 170,775

契約負債（期首残高） 26,785

契約負債（期末残高） 35,173
契約負債は、主にFA部門、ロボット部門及びロボマシン部門において、主に顧客の検収時に収益を認識する販売

契約について、受注時に顧客から受け取った前受金（流動負債の「その他」に含まれております）に関するもの、
並びに、サービス部門において、保守契約期間にわたって収益を認識する顧客との保守契約について、保守契約期
間分の取引価格を契約時に一括で受領する契約に基づき、顧客から受け取った保守契約期間分の前受金に関するも
のであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、24,925百万円であ

ります。
（２）残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予
想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。当該履行義務は、主にサービス部門
における保守契約及びロボット部門におけるロボットシステムの製造販売に関するものであり、残存履行義務に配
分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる時期は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

時期 当連結会計年度
（2026年３月31日）

１年以内 56,053

１年超 12,651

合計 68,704

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産 1,998円45銭
１株当たり当期純利益 178円47銭

重要な後発事象

（自己株式の取得）
当社は、2026年4月24日開催の取締役会において、以下のとおり、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適
用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議しました。

１ 自己株式の取得を行う理由
経営環境の変化に対応し、資本政策の柔軟性・機動性を確保するため。

２ 取得に係る事項の内容
（１）取得対象株式の種類 当社普通株式
（２）取得し得る株式の総数 1,000万株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.07％）
（３）株式の取得価額の総額 500億円（上限）
（４）取得方法 東京証券取引所における市場買付
（５）取得期間 2026年5月1日から2027年4月30日まで
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４．株主資本等変動計算書

（自
至

2025
2026

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

当期首残高 69,014 96,057 ― 96,057

当期変動額

圧縮記帳積立金の取崩

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分 69 69

自己株式の消却 △69 △69
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ―

当期末残高 69,014 96,057 ― 96,057

株主資本
利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合計研究開発
積立金

圧縮記帳
積立金 別途積立金 繰越利益

剰余金
当期首残高 8,252 311,800 28 303,580 567,445 1,191,105
当期変動額
圧縮記帳積立金の取崩 △2 2 ―
剰余金の配当 △94,450 △94,450
当期純利益 160,479 160,479
自己株式の取得
自己株式の処分
自己株式の消却 △36,422 △36,422
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― △2 ― 29,609 29,607
当期末残高 8,252 311,800 26 303,580 597,054 1,220,712
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株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △173,859 1,182,317 14,224 14,224 1,196,541
当期変動額
圧縮記帳積立金の取崩 ― ―

剰余金の配当 △94,450 △94,450

当期純利益 160,479 160,479

自己株式の取得 △553 △553 △553

自己株式の処分 119 188 188

自己株式の消却 36,491 ― ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 13,845 13,845 13,845

当期変動額合計 36,057 65,664 13,845 13,845 79,509

当期末残高 △137,802 1,247,981 28,069 28,069 1,276,050
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５．個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準および評価方法
子会社および関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
（市場価格のない株式等以外のもの）

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
（市場価格のない株式等）

移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準および評価方法
製品・仕掛品・・・個別法および総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
原材料・・・・・・総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
貯蔵品・・・・・・先入先出法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備および構築物については定額法）を採用しております。

② 無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準
① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② アフターサービス引当金
当社商品のアフターサービス費用の発生額を売上高と期間対応させるために、過去の実績率を勘案し計上してお

ります。また、特定の案件については個別に必要見込額を検討して計上しております。
③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上して
おります。
退職給付引当金および退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
（１）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。

（２）数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。
なお、未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と

異なります。

５．収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な部門における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する

通常の時点は以下のとおりであります。
① FA部門、ロボット部門、ロボマシン部門

FA部門、ロボット部門及びロボマシン部門においては、主にCNCシステム（CNCおよびサーボモータ）、レー
ザ、ロボット（ロボットシステムを含む）およびロボマシン（ロボドリル（小型切削加工機）、ロボショット（電
動射出成形機）、ロボカット（ワイヤ放電加工機））などの製品の開発、製造および販売を行っております。
これらの製品の販売については、輸出取引を除き、製品を顧客に引き渡し、検収を受けた時点で顧客が当該製

品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、主に顧客が検収した時点で収益を認
識しております。輸出取引においては、貿易条件等に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で、顧客が当該製
品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、貿易条件等に基づきリスク負担が顧
客に移転した時点で収益を認識しております。
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② サービス部門
サービス部門においては、CNCシステム（CNCおよびサーボモータ）、レーザ、ロボット（ロボットシステム

を含む）およびロボマシン（ロボドリル（小型切削加工機）、ロボショット（電動射出成形機）、ロボカット（ワ
イヤ放電加工機））などの製品に係る保守サービスおよび保守契約の提供を行っております。
保守サービスについては、顧客との契約に基づく保守を完了し、顧客が当社製品を利用できる状態にすること

が履行義務であると判断しており、主に実施した保守サービスが顧客に検収された時点で収益を認識しておりま
す。
保守契約については、契約に基づき、保守サービスを常時利用できる状態を顧客に提供することが履行義務で

あると判断しており、顧客との契約における取引額について保守契約期間にわたり均等に収益を認識しておりま
す。

表示方法の変更に関する注記

１．貸借対照表
前事業年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めて表示しておりました「電子記録債権」は、金額的重要性

が増したため、当事業年度より独立掲記しております。

会計上の見積りに関する注記

有形固定資産及び無形固定資産の減損
１．当事業年度の計算書類に計上した金額

当社は、共用資産に区分される本社事業所の土地（貸借対照表計上額80,078百万円）について市場価格が著しく下
落していることから、共用資産に減損の兆候があると判断しております。

２．会計上の見積りの内容の理解に資するその他の情報
「連結注記表 会計上の見積りに関する注記 ２．会計上の見積りの内容の理解に資するその他の情報」に記載の

とおりです。

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 509,833百万円

２．関係会社に対する金銭債権および金銭債務
短期金銭債権 57,481百万円
短期金銭債務 2,026百万円
長期金銭債権 150百万円

損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引
売上高 425,425百万円
仕入高等 12,129百万円
営業取引以外の取引高 74,893百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類および株式数
普通株式 49,224,684株
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税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金 13,131百万円
減価償却費 13,106百万円
未払事業税 1,384百万円
未払費用 4,732百万円
投資有価証券 755百万円
その他 8,619百万円
繰延税金資産小計 41,727百万円
評価性引当額 △1,228百万円

繰延税金資産合計 40,499百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △11,382百万円
その他 △28百万円

繰延税金負債合計 △11,410百万円
繰延税金資産の純額 29,089百万円

関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 ファナック アメリカ
コーポレーション

（所有）
直接100％ 当社商品の販売 FA・ロボット・ロボ

マシンの販売（注） 84,779 売掛金 13,032

子会社 ファナック ヨーロッパ
コーポレーション

（所有）
直接100％ 当社商品の販売 FA・ロボット・ロボ

マシンの販売（注） 66,556 売掛金 5,347

関連会社 北京ファナック機電
有限公司

（所有）
直接50％ 当社商品の販売 FAの販売（注） 76,568 売掛金 8,397

関連会社 上海ファナック
ロボティクス有限公司

（所有）
直接50％ 当社商品の販売 ロボット

の販売（注） 89,283 売掛金 16,955

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）一般的な市場価格を勘案し、取引価格を決定しております。

役員及び個人主要株主

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

役員
山口賢治 （被所有）

直接0.0％ 当社代表取締役社長 金銭報酬債権の
現物出資（注） 36 ― ―

流石柳二 （被所有）
直接0.0％

当社取締役
常務執行役員

金銭報酬債権の
現物出資（注） 13 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）譲渡制限付株式報酬制度に基づく、金銭報酬債権の現物出資であります。

譲渡制限付株式の割当ての内容は、対象取締役及び執行役員の貢献度、当社の取締役及び執行役員の個人別の報
酬等の内容に係る決定方針等諸般の事項を総合的に勘案して決定しています。
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収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
① FA部門、ロボット部門、ロボマシン部門

FA部門、ロボット部門及びロボマシン部門においては、主にCNCシステム（CNCおよびサーボモータ）、レー
ザ、ロボット（ロボットシステムを含む）およびロボマシン（ロボドリル（小型切削加工機）、ロボショット（電動
射出成形機）、ロボカット（ワイヤ放電加工機））などの製品の開発、製造および販売を行っております。
これらの製品の販売については、輸出取引を除き、製品を顧客に引き渡し、検収を受けた時点で顧客が当該製品

に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、主に顧客が検収した時点で収益を認識し
ております。輸出取引においては、貿易条件等に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で、顧客が当該製品に対
する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、貿易条件等に基づきリスク負担が顧客に移転
した時点で収益を認識しております。
FA部門、ロボット部門及びロボマシン部門においては、契約時点で取引価格が決定することから、変動対価が含

まれる契約はありません。取引の対価は、製品の検収完了後、概ね２か月以内に受領しており、顧客との契約に基
づく債権について、重大な金融要素の調整は行っておりません。
なお、FA部門、ロボット部門及びロボマシン部門における製品の販売契約において、製品の検収後一定期間内

（製品及び地域によって異なるが、概ね１年〜２年以内）に生じた製品の欠陥による不具合に対して無償で修理また
は交換を行う製品保証義務を有しております。当該保証義務は、製品が顧客との契約に定められた仕様に従って意
図したとおりに機能するという保証を顧客に提供するものであるため、別個の履行義務として識別せず、アフター
サービス引当金として認識しております。なお、製品が合意された仕様に従っているという保証に加え延長保証を
行う場合は、別途の有償の保守契約を締結しており、サービス部門において、保守契約期間にわたり均等に収益を
認識しております。

② サービス部門
サービス部門においては、CNCシステム（CNCおよびサーボモータ）、レーザ、ロボット（ロボットシステムを

含む）およびロボマシン（ロボドリル（小型切削加工機）、ロボショット（電動射出成形機）、ロボカット（ワイヤ
放電加工機））などの製品に係る保守サービスおよび保守契約の提供を行っております。
保守サービスについては、顧客との契約に基づく保守を完了し、顧客が当社製品を利用できる状態にすることが

履行義務であると判断しており、主に実施した保守サービスが顧客に検収された時点で収益を認識しております。
保守契約については、契約に基づき、保守サービスを常時利用できる状態を顧客に提供することが履行義務であ

ると判断しており、顧客との契約における取引額を保守契約期間にわたり均等に収益認識しております。
サービス部門においては、収益認識の開始時点で取引価格が確定していることから、変動対価が含まれる契約は

ありません。取引の対価は、保守サービスの検収完了又は保守契約締結後、概ね２か月以内に受領しており、顧客
との契約に基づく債権について、重大な金融要素の調整は行っておりません。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産 1,367円45銭
１株当たり当期純利益 171円97銭

重要な後発事象

（自己株式の取得）
当社は、2026年4月24日開催の取締役会において、以下のとおり、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適
用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議しました。

１ 自己株式の取得を行う理由
経営環境の変化に対応し、資本政策の柔軟性・機動性を確保するため。

２ 取得に係る事項の内容
（１）取得対象株式の種類 当社普通株式
（２）取得し得る株式の総数 1,000万株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.07％）
（３）株式の取得価額の総額 500億円（上限）
（４）取得方法 東京証券取引所における市場買付
（５）取得期間 2026年5月1日から2027年4月30日まで
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